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1 はじめに

近年よくマスメディアを通し 20歳にも満たない子ども
が親族を殺してしまったというニュースを耳にする。し
かしながら、実際 2009（平成 21）年度の刑法犯少年の検
挙人員は 9万 282人と 6年連続して減少しており、長期
間にわたって増加せず横ばいの傾向が続いており、近年
の数値も、ピーク時と比較すれば低い水準を保っている。
少年が犯す罪は、成人のものよりも要因が明白ではない
ように見えそれを解明することに興味をもった。少年犯
罪はなぜ・どういった要因で起こるのかを統計を使い、そ
の原因について探りたいと思いと思う。(web[1]参照)

2 データについて

本研究では、少年犯罪をもとに様々な都道府県別デー
タを使って重回帰分析した。目的変数に粗暴犯（暴行・脅
迫・窃盗・傷害）、凶悪犯（強盗・傷害）を、説明変数は
以下のものを使用した。
総面積あたりの人口密度 (人)、昼夜間人口比率 (％)、15
歳未満の人口割合 (％)、65歳以上の人口割合 (％)、人口
増加率 (％)、合計特殊出率、年平均気温 (℃)、日照時間
(時間)、降水量 (mm)、総面積 (100平方キロメートル)、
森林面積割合 (％)、自然公園面積割合 (％)、社会増加率
(％)、共働き世帯 (％)、高齢単身世帯割合 (％)、高齢夫婦
のみ世帯割合 (％)、65歳以上の親族がいる世帯割合 (％)、
単独世帯の割合 (％)、核家族世帯の割合 (％)、婚姻率、離
婚率、在日外国人 (人)、最低賃金 (円)、生活保護受給世帯
(世帯)、温室効果ガス排出量 (トン)、自殺者数:男性 (人)、
自殺者数:女性 (人)、農業就業人口 (人)、漁獲量 (トン)、
自転車保有台数 (台)、スーパーマーケット店舗数 (軒)、年
間完全失業率（％）、工業生産額 (円)、県民所得（円）、
ビール消費量 (リットル)、日本酒消費量 (リットル)、父
子・母子家庭率 (％)、学力テスト (％)、校内暴力 (件)、教
育費 (円)、ゲームセンター店舗数 (軒)、パチンコ店舗数
(軒)、コンビニ店舗数 (軒)(web[2][3]参照)

3 分析方法

それぞれにの犯罪対してどの変数が影響を与えている
かを調べるために変数選択（減増法・増減法)や多重共線
性の検出を行い決定係数を 0.6を目安として重回帰分析を
行った。また都道府県の特徴をつかむためにクラスター
分析を行った。

4 重回帰分析

4.1 分析結果

4.1.1 粗暴犯罪：軽度の量刑 (暴行・脅迫)

暴行の特徴は、温室効果ガス排出量の変数がプラスに
働いているので岡山県・広島県・山口県などの大規模な
コンビナートを保有しており、工業が比較的栄えている

都道府県で起こり易い。また脅迫の特徴は、自転車保有
台数がマイナスに働き最低賃金がプラスに働いているの
で人口が少なく無い都市で起こり易い。また以上二つの
犯罪に家庭的要因の変数 (離婚率等)は働いていない。

4.1.2 粗暴犯罪：重度の量刑犯罪 (窃盗・傷害・恐喝)

窃盗の特徴は、農業就業人口・学力テストがプラスに
働き昼夜間人口比率がマイナスに働いているので農業を
営んでいる家庭の子供が窃盗を起こし易いと言える。次
に傷害の特徴は、パチンコ店舗数・ゲームセンター店舗
数がマイナスに働いているので窃盗が起きる要因と住居
している雰囲気等の環境的要因は関係ないと推測できる。
そして恐喝の特徴は、日本酒消費量がプラスに働いてい
るので稲作農業を行っている家庭や日本海側に住居して
いる子ども達が恐喝を起こし易い。以上 3つの犯罪はす
べて父子・母子家庭率が影響している。

4.1.3 凶悪犯罪 (強盗・放火)

強盗の特徴は、自転車保有台数・人口増加率・婚姻率が
プラスに働いているので基本的には都会に多いが、自殺
者:男性がプラスに働いているのでそうとも言い切れない。
またパチンコ店舗数が p値が小さいながらプラスに働い
ているので環境による影響も少なからず存在する。次に
放火の特徴がパチンコ店舗数・ゲームセンター店舗数が
マイナスに働いているので環境的要因は関係無い。また
離婚率・県民所得より経済的要因が関係すると思われる。

4.1.4 殺人

本研究では決定係数を 0.6を目安とし説明変数を絞った
が、殺人だけは説明変数を増やしても決定係数が 0.2すら
満たさなかった。社会的要因や家庭的要因が根本的な原
因ではないと推測される。大人に多い経済的な面を持っ
た殺人も少年には当てはまらない。殺人だけは他の犯罪
とは一線を画している

4.2 まとめ

軽度の量刑で共通しているのは、地方で起き易いとい
うことと家庭的要因は関係していないということである。
一方重度の量刑は地方ということは同じだが、父子・母子
家庭の子どもがその犯罪起こし易くなっているため、犯
罪が重くなるにつれて家庭環境が影響してくることが分
かる。凶悪犯罪はそれぞれで特徴が異なる。都会に多い
ので、上記より犯罪が重くなるほど都会で起き易くなる。
また全体としてゲームセンター店舗数・コンビニ店舗数・
パチンコ店舗数が反応しなかったので町の雰囲気などは
関係しないものと推測できる。また殺人だけは他の犯罪
と違い、社会的・家庭的・経済的な問題では全く解明出
来なかったため他の要因が考えられる。凶悪犯罪のなか
でも一線を画するものと推測できる。



5 クラスター分析

殺人を含まない少年犯罪データと殺人を含む少年犯罪
データの 2種類をクラスター分析する。本研究では標準化
したユーグリッド距離で分類感度が高いと言われるウォー
ド法を使用する。

5.1 殺人含まない少年犯罪

まず全体として政令指定都市で犯罪がおき易く、東北
地方で犯罪が少なくなっていることが分かった。また暴
行が傷害になるにつれて西日本に多くなる傾向があるの
で西日本に行くにつれて少年達は凶暴化すると考えられ
る。また逆に強盗が窃盗になるにつれ西日本に多くなる
ことから我慢出来ない子どもが東日本には多いと推測さ
れる。
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図 1 クラスター (殺人除く)

5.2 殺人含む少年犯罪

殺人は政令指定都市ではないところで起き易いと言え
る。また犯罪が多いクラスターの都道府県の殺人の件数
が 0であったり、殺人が発生した都道府県は他の都道府
県と比べて殺人以外の犯罪が極めて少ないことから、殺
人は他の犯罪とは相関関係に無いものと推測できる。

sa
ga

hu
ku

i
to

ya
m

a
ai

ch
i

w
ak

ay
am

a
to

tto
ri

to
ku

sh
im

a
ko

uc
hi

ku
m

am
ot

o
ya

m
ag

at
a

ho
kk

ai
do

ib
ar

ak
i

sh
im

an
e

m
iy

ag
i

to
ky

o
sh

iz
uo

ka m
ie

m
iy

az
ak

i
na

ga
no

ak
ita

oo
ita

ya
m

an
as

hi
fu

ku
sh

im
a

ni
ig

at
a

ch
ib

a
ao

m
or

i
na

ra
iw

at
e

ka
go

sh
im

a
ka

ga
w

a
gu

nm
a

is
hi

ka
w

a
hi

ro
sh

im
a

ya
m

ag
uc

hi to
ch

ig
i

gi
fu

na
ga

sa
ki

ky
ot

o
hy

og
o

ka
na

ga
w

a
os

ak
a

sa
ita

m
a

sh
ig

a
eh

im
e

fu
ku

ok
a

ok
ay

am
a

ok
in

aw
a

0
5

10
15

20

hclust (*, "ward")
dx

H
ei

gh
t

図 2 クラスター (殺人有り)

6 全国地域別まとめ

北海道・東北地方は少年犯罪が少ない。秋田県は鉱物資
源・農林業が盛んで豊かな県であるので少年犯罪が少な
く、山形県は実直・勤勉で我慢強いので物欲に負けて窃
盗を犯すことが無い。関東地方の少年犯罪は平均的かや
や少なめ。特徴的な県は強盗の件数が全国ワースト 2位
となっている埼玉県。刑法犯の認知件数は全国でもトッ
プクラスなので環境が悪い都市で強盗は起こり易い。中
部地方で特徴的な県は全国で最も傷害の少ない新潟県で、
新潟は積雪の中で養われた辛抱強さが犯罪を減らしてい
る。近畿地方は全国的に見て犯罪が多く、特に京都府・大
阪府・兵庫県の 3都道府県は群を抜いている。3県に共通
しているのは経済的に合理的でかつ町人文化が残ってお
り倹約家が多く、また比較的離婚率も高くなっているこ
とである。中国地方は岡山県は犯罪が全般的に多く、傷
害の件数は全国で最も多い。また広島県の脅迫の件数も
全国で最も多い。広島県は人口減少が著しく、都市とし
ての成長にかげりが見えているので人口が少なく無く社
会増加率がマイナスの都市で脅迫は起こり易い。四国地
方の少年犯罪件数は全国的に見てやや少なめである。し
かし愛媛県の傷害の犯罪件数が全国ワースト 2位で、高
知県の窃盗が全国で最も多い。高知県は農業就業人口も
比較的多く、農業を営んでいる子どもの方が比較的窃盗
を起こし易い。九州・沖縄地方の少年犯罪件数はおおよ
そ全国で平均的である。しかし福岡県と沖縄県の犯罪数
が全国的にも多く、沖縄県に関しては放火と恐喝が全国
で最も多い。沖縄県は経済の危機的状況がプレッシャー
となり少年達が犯罪を犯してしまう要因となってしまう
と推測する。(web[4]参照)

7 おわりに

本研究を通し、少年犯罪の様々な背景が分かった。良
い家庭環境というのは少年達が健やかに成長するために
は不可欠であり、社会的モラルや倫理を子ども達に教え
ることも大切である。また同じ日本であるが、その都道
府県の県民性や経済基盤、歴史がそこに住む人々の気質
を作りそれが少年達に影響を及ぼしていることがあるこ
とも分かった。少年犯罪を減らすためにはまず大人たち
が作り出す環境をも考慮する必要があると言うことが出
来る。少年犯罪に対する理解と新しい発見を本研究を通
して出来た。
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